水害リスク情報にかかる地方公共団体の説明義務--福知山水害訴訟を契機に by 近藤 卓也













































































川（13 条 1 項）または洪水により相当な損害を生ずるおそれがあるものとして都
道府県知事が指定した河川（同条 2 項）である。令和 2 年 7 月 31 日時点で、洪水
予報河川は 427 河川（2 湖沼含む）、水位周知河川は 1710 河川（2 湖沼含む）となっ
ている。国土交通省「洪水浸水想定区域図・洪水ハザードマップ」（https://www.
mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/tisiki/syozaiti/，2021 年 1 月 9 日最終閲覧）参照。
⑷　想定最大規模降雨は、国土を降雨特性が類似する 15 地域に分割したうえで各地
域における過去の最大雨量に基づいて設定される。現状、その大半が（俗に 1000






深が、洪水浸水想定区域図として公表される（14 条 2 項・3 項、水防法



















　（平成 27 年国土交通省告示第 869 号）および国土交通省水管理・国土保全局「浸水
想定（洪水、内水）の作成等のための想定最大外力の設定手法」（2015 年）8 頁参照。
⑸　水防法研究会編『逐条解説水防法〔第 2 次改訂版〕』（ぎょうせい、2016 年）93 頁。
⑹　国土交通省 HP によれば、令和 2 年 7 月末時点で、洪水ハザードマップの対象と





















ついて」（2017 年 6 月 19 日）13 ～ 14 頁。
⑻　瀧健太郎「水害リスクを調べる―地先の安全度」滋賀県立大学環境科学部環境科
学研究科年報 23 号（2019 年）16 頁。
⑼　堀智晴「水害予防段階における水工学者から見た法的課題」法律時報 91 巻 8 号


















このような背景から、令和 2 年 7 月の宅地建物取引業法施行規則の改正
により、重要事項説明の対象項目にハザードマップにおける取引対象物件
の所在地が追加された（16 条の 4 の 3 第 3 号の 2、16 条の 4 の 7 第 3 号























水路、下水道など）も対象としている、2 ～ 1000 年確率降雨での洪水氾
濫シミュレーションを実施しているといった特徴を有しており⒁、より実
現象に近い予測を可能とする。滋賀県流域治水条例では、県内各地点の
10 年、100 年、200 年に 1 度の大雨における「想定浸水深」を公表するこ
とが義務付けられており（8 条 3 項、滋賀県流域治水の推進に関する条例
施行規則 3 条）、「地先の安全度マップ」として住民に提供されている。
また、宅建業者は、不動産取引時に、宅地・建物が所在する地域の「想
定浸水深」および洪水浸水想定区域（水防法 14 条 1 項）に関する情報を
提供するよう努めなければならない（29 条）⒂⒃。さらに、200 年に 1 度の
大雨による「想定浸水深」が 3m を超える区域⒄として指定される浸水警
戒区域（13 条）においては、建築基準法 39 条の災害危険区域として建築
制限が発生することから、当該制限の概要について説明義務が課される（宅





例（平成 26 年条例第 55 号）の解説」（平成 26 年 10 月 17 日）11 頁。
⒂　努力義務とされたのは、宅建業法 35 条が条例による重要事項の追加を許さない































て、大阪高判平成 28 年 2 月 29 日判時 2303 号 44 頁（緑のオーナー制度訴訟）がある。
























　⑴　東京高判平成 15 年 9 月 25 日判タ 1153 号 167 頁
平成 10 年 11 月、X は、建売業者 Y から埼玉県大井町（現ふじみ野市）
にある土地建物を買い受けた。当該地区では、平成 8 年から 9 年にかけて
道路の冠水被害が生じており、平成 10 年 8 月には 3 軒の住宅に床下浸水
の被害が生じていたが、売買契約に際して Y からこの点に関する説明はな
　法務省「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」（平成 23 年 4 月
12 日決定）76 頁。その他、民法（債権法）改正検討委員会編『詳解・債権法改正
の基本指針Ⅱ―契約および債権一般⑴』（商事法務、2009 年）43 ～ 46 頁も参照。
- 9（217）-
水害リスク情報にかかる地方公共団体の説明義務（近藤）
かった。その後、平成 11 年、12 年と相次いで駐車場部分が冠水した。そ
こで X は、冠水しやすいという土地の性状からして宅地として使用するこ
とができないとして、債務不履行（説明義務違反）に基づく損害賠償請求





























　⑵　東京地判平成 19 年 1 月 25 日 WestlawJapan 文献番号 2007WLJPC 
A01258009
平成 13 年 10 月に東京都港区所在の本件土地および本件建物を購入し
た X は、平成 16 年 10 月の豪雨により床下浸水の被害に遭った。そこで














　⑶　東京地判平成 29 年 2 月 7 日 LEX/DB 文献番号 25554062
平成 25 年 12 月、X は、仲介業者 Y1 の仲介の下、売主業者 Y2 から東
京都三鷹市にある土地建物を購入した。契約前、X からの問い合わせを受
けて Y1 の従業員が市役所および Y2 に照会したところ、前者からは「当
該街区には浸水履歴がある」旨の、後者からは「浸水被害はなかったとの
説明を前所有者から受けた」旨の回答を得たため、X に対して、今まで浸




浸水履歴に関する個人情報開示請求をしたところ、平成 17 年 9 月に浸水
















































平成 25 年 9 月 15 日から 16 日にかけて近畿地方に接近した台風 18 号
の影響による降雨（総雨量約 216 ㎜）によって、京都府福知山市石原地区
または戸田地区に居住する X1 ～ X7 は、自宅の床上浸水等の被害に遭った。
X らの居住する土地はいずれも Y（福知山市）が宅地造成したものであり、
X1 ～ X3（以下「買主原告ら」という）は Y から、X4 ～ X7 は不動産業者
からこれを購入していた。X らは、Y は過去の水害の発生状況、浸水被害
に遭う危険性の高さ等について説明または情報提供すべきであったにもか
かわらずこれを怠ったなどと主張して、X1 ～ X3 においては不法行為（説
- 13（221）-
水害リスク情報にかかる地方公共団体の説明義務（近藤）
明義務違反）に基づき、（X1、X2 および）X4 ～ X7 においては国家賠償法
1 条 1 項に基づき、Y に対して損害賠償を請求した。
福知山市においては、過去、昭和 28 年の台風（総雨量約 360.2 ㎜）、平
成 16 年の台風（総雨量約 288.7 ㎜）により浸水被害が発生していた。Y
が平成 18 年に作成した本件ハザードマップには、昭和 28 年の台風と同
規模の大雨が発生した場合の由良川本川・支川の浸水想定区域が記載され






































































































































X4 ～ X7 は Y から宅地を購入していないため、X1 ～ X3 と同様の主張を
することはできない（なお、不動産業者に対する損害賠償請求はなされて

























　北村和生「行政の情報提供義務と国家賠償責任」行政法研究 19 号（2017 年）88
～ 89 頁。水害リスク情報の提供義務が争われた先例は少なく、荒崎水害訴訟（名
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